
パミューダの保護セル保険会社に

関する一般法律
一一ビジネス・トラストと日本所在資産の安全性一一

吉 j事卓哉

第 1biJ ノ〈ミューダの一般法律

レンタ・i-ャプティブ (r巴nt-a-captive) とはキャプティブ保険会社 (cap-

tive insurance company)の部分貸し方式のものであるが，完全子会社方式

の純粋i-ャプティプ (purecaptive) を設立するほどの{呆険料規院がない企

業にとっては有灯!なilJlj皮て、ある。しかしながら，レンタ・i-ャプティブにお

いては，他的参加者(レンタ・キャプティブの利用者のこと)のレンタル部

分における保険収支悪化の影響が波及してくる可能性を法的には百定できな

し、。

そこで， こうした問題を解決するため， レンタ・キャプテイブ守の新形態と

して r保護七/レ(*I~ 会主l:J 1 ) という会社制度がìh}:外(主にオフ・ショア地域)

で削設されつつある(吉津 [2001]，pp.71-lll)。ここで保設セル保険会主1:

とは，株式会社の内部にさらに，保護セル(独立の事業を行う有限責任財産

のこと)を設定する新引の会社制度のことである(伽i々の保護セルには法人

格はない)。保設セル保険会社の資産は個々の保設セlレに帰属する保護セル

1) 保秘セル保険会社は会社全般にわたる1111]伎で。あるので， rl~稔セル会社J と

i呼，vJjがJ極当かもしれないが，保険会社として利用することを主IIRとしている
ので「保護セル保険会社 lとHヂぶことにする o

なお，保護セル保険会ねのl呼称は法域によって異なっており， segregated 

accounts company (パミュータ-)， p似r喝1叫【

seg伊r巴g臼t句巴dpor宵tぜtげfoliocωom口mpany(ケイマン諸烏)λ，s叩p】0118芯80ωr巴伐吋dc日ptiv肥巴(米国の

ノ〈一モント4州白'1，刊卜川、1，寸サTウス.カロライナ小州州ト川、り|り) とIJ乎iはばま工、iれ1ているo
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資産と，それ以外の一般資産とから成るりある保護セルに関する債権者は，

当該保護セルの保護セル資産にしか追及できない(他の保護セル資産lこは追

及できなし、)。そして，一般資産に|期するイ資格者は保護セル資産には追及で

きず，一般資産にしか追及できない。

けれども，こうした保護セル保険会社11)1J皮も万全で、はない。なぜなら，保

護セル保険会社制度は，法人内部にさらに独立の事業を行う有限責任財iJt:を

設定することを認める全く新しい法制度であるがため，設立地以外の法城の

裁判所がこうした法制度をどう取り倣うかが判然としないからであるのつま

り，保護セル保険会社の設立地以外の法域に所荘する保護セル資底的安全性

が必ずしも保障されないのであるω

そこで新たに制定されたのが，本稿で取りJ:げるパミューダの一一般法律で

ある (TheSegregated Accounts Companies Act 2000. 2000年lU11f]発

効。以下， 'SAC法」と 11乎ぷ)0 このSAC法は，従来型の保護セル保険会

主I~が抱える上述の問題点を解決せんがため，先進諸国の一部で既に法制度と

して擁立しているビジネス・トラストとして，保護セルを法的にイ立留:つやけて

いる(参加者はビジネス・トラストにおける受益的所有者 (beneficial

owner)に，保設セル保険会社はビジネス・トラストにおける受託者にな

る)。本稿は，この試みがうまくいくものかどうかについて，具体的には，

SAC法に基づいて設立された保詩集セル保険会社のある保護セルがビジネ

ス・トラストだと仮定して， fI本が関係する国際的な事案について検討する

ものである。結論としては，他の保後七ルの保険収支題化の影響の波及可能

性が，やはり完全には否定できないように思われる。

以下では，法延j也が日本である場合を中心としつつ，裁判管結権，準拠法，

外人j去の問題に分けて論述する。また，具体的な検討にあたり，次のような

設例を想定1る。

{設例l

ある日本法人 (P社)がパミューダに一般法律に基づく保護セル保険会社

(R社)を設立し R社はレンタ・キャプティブー事業を開始するとともに， 日
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本に営業所(r 'p¥・業所)を設置して広〈日本国内の企業に参加を呼びかけた。

そこで，ある日本企業 (A社)がこの11乎びかけに応じてレンタ・キャプ

ティブに参加し保護セル保険会社内部の保護セル(セルa) を1tl'1)受け，

金銭を拠出して再保険事業のビジネス・トラストを設定した。ビジネス・ト

ラストの設定はパミューダ法に基づいて行われ (SAC法4条1J孔登録官

への保議セル設定通知に関する規定)，保護セル代表者もノ〈ミューダ国内に

置かれている (SAC法10条に基づく義務L

そして EI本国内に所在するA社およびA社従業員のリスク(たとえば〉

火災リスクや自動車リスク)を，日本国内のフロンティング保険会社 (X

社)に-.tl付保し， X社からパミューダのセルaに再保険を出再した。実際

には， 日本国内でA社， X社 r営業所が合意して一連の保険取引が行われ

ている。同機にして， J}IJの日本法人 (B社)も R社のセ/レbを利用している o

ところが，ある11寺， A社で、爆発事故が発生し， 8額の保険金がX社からA

社に支払われた。 X全1:はセルaに再保険金の支払を求めたが，一部的支払に

);I'，;じただけでセルaは破綻したので， X社は残余の再保険金の支払を求めて，

A社およびR社 (R社にはセルbの保首位セル資産があり， X社はそれを目当

てにしている)を被告として日本の裁判所に提訴したものとする o

第2筒i 裁判管轄権

1.国際的裁判管轄権と合意管轄

判例では fJ本の国際的裁判管轄の存否は「当事者の公平，裁*11の適正・

迅速を ~JJするという理念により条理にしたがって，決定するのが相一当」だと

されており(段高裁昭和56年10月16日判決民集35巻7号1224頁。マレーシア

航空判決)，原則Eして民事訴訟法の規定する裁判絡の存否を基に裁判管申書

権の有無を判断し，特段の事情がある場合には日本の裁判官轄権を否定する

仕組みとなっている(最高裁平成9年11月11EI判決民集51巻10号4055頁)0 

被告たる受益者 (A社)は日本法人であるから，法人被告の本拠地固とし

て1=1本の裁判所の管隙が認められることに問題はない。
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問題となるのは， もう一方の被告たる R社に対する訴訟である。ここでパ

ミュー夕、法に日を移すと，取引相手方(設がoではX社)と保護セル保険会社

(R社)との恭本証書 (governinginstrument)の義務的記載事項として，

特に異なる規定を置かない限り，ノ〈ミューダの法を11叫処法としかっ，パ

ミューダの裁判所の合意管幣とすべきことが規定されている (SAC法11条

3 項(b)) 。裏を返せば，パミューダ域外の裁判所の符i卜:~f を合意することもで

きるのである。こうした合意内容は，再保険取引を始めとした当該JI~引の商

慣行や，保護セル保険会社と取引相手方とのカ関係で決まることも多いであ

ろう。ここでは，原告たる{員権者 (X社)と被告たる保殺セル保険会社 (R

全1:)1mの基本証書において， 日本の裁+IJTfrの管熔が合意されているものとす

るo

他方，官;*去の合意が何ら存在しない場合にも，五lt例で1ま被告たる{財政ピル

保険会社 (R全1:)の従たる常業所(r営業所)が日本に存在し，かっ，その

営業所が当該契約に関係しているため，日本の裁判所の管1陪は認められる

(池原 [1982]，p.23)九また，請求の主観的fjf'合に|掬する国際的裁判管職権

を認める判例の立場からするとへ管i備の合意が存在せずとも管f告怖が認め

2) なお，この営業所がたとえ，Jlj法人て。あっても，法人絡否認の法.哩をj白川して

t~l;!l!i~絡を認めるべきであるとする議論にも留治、すべきである(道垣内 [1991]，

p.l26) 0 

3) 判f0H主主倒的併合を認めることが多いが(東京地裁l昭和62*5 FJ 8日中間flJ
決判例時半長1232号40頁アビアコ航空事件，東京地裁昭和田年6JJ 1日中fI¥j判決
、I;IJ例時報1261号105頁設潜三越事件)，反対する学説もある(池原[1982J，p. 

35 ;道垣内 [1991J，pp.1l8寸19)。
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なお，香港三j惨事{斗は共!日j不法行為Iこ基づく損害賠償請求事件ーである。被告

たる加害者の一方は日本法人であるため， 日ノドの裁判管轄権が認められること

に異論はないの判決の要点は，その日本法人の完全子会社たる香港法人が他方

の被告たる力n害者であったが，関連裁*1]籍の規定を適用して日本の裁'Wi~:幣権

を認めたことにある。ところで，設例では，セルaは一方の被告たる受益的所

有者 (A社。日本法人)の完全子会社と問視できる場合が多しそのセルaの
受託者となっているのが他方の被告たるR社(パミューダ法人)であることに

鑑みると，香泌三j也事111二と類似する{則而が多い。
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られることになる。

2. ¥'i.)，i言fiミ:*;Ij

ヤr1wgの合意は条理にi也うものとして一般に有効性が認められているが，ミ字

以粁tIi~l~ ルールに j又しないことが嬰fjーのーっとされている(故尚裁昭和50年11

JJ 28 lI'I¥lJ決民集29巻10号155HO。

ところで， ビジネス・トラストも団体の一種であるが，法人・同体の設立・

fiJI(I¥x:や，機関の決議の有効性について，判例・通説ではないが，専属管I陪

(Iiij討では設立準拠法国，後者では現実の本拠地図)を認める見解がある

(!I1 JI i.fJ~ [1991]， p.136)。けれども，設例で問題とされているのはピジネ

六，トラストの有限責任¥10¥ilIIijfl J皮であり，この見解においてもmt例では専属

i(i"li"，iUJ fW，められないものと，目、われるo また， 1言誌の内部関係にl期する専属官;

tl!~li' む IllJ胞となり得るが， 日本では専属I吉本ij を認める学説(;t雌l~iJ たるものとり、

な1 ていない(道垣内 [1991]， p.137)。

以上をまとめると，設例では，被告たる受主主お (A社)との関係では法人

被告の本拠地図として，また，被告たる保諮セル保険会社 (R社)との関係

では， i"~本三Il込書における 11 本の裁判所の合通;管帖r規定(合意1ill=inw規定が存在

しない場合は，事件に関係する被告常業所の内問所在や箭JjZO)主観的併合)

に基づいて， 日本の裁判所の f~;帖が認められる。

t自3)111 ビジネス e トラストの準拠法

設例事件にi共!する裁判官:轄権が!こ!本の裁判所lこ存在するとして，ビジネ

ス・ l、ラストの有限責任財肱i1i1J皮lこ関してどの法が適用されるかがここでの

検討課M¥'iであるo

1. .1¥主拠j去の特定

11本のようにビジネス・トラストの法i!i1]J%が干r1'Eしない法j戎では， ビジネ
ス・トラストの準拠法を特定するにあたっては， ビジネス・トラストに I~J述
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'111:の深い法律関係の取抜いを参照せざるを得ない4)n 類似する法律関係とし

て考えられるのは，法人flilJ皮と信記制度である o

まず，法人格の有無の問題に関しでは， 日本の国際私法では法人のj成立や

一般的権利能力が単位法律関係となろうが，そこでは設立準拠法が.tl主拠法と

なるとされている(東京地裁平成4年1月28日判決判例11寺報1437号122Yi。

1111:1:1 [1992J， pp.204-205;木棚 [1998J，p.ll1)へしたがって，設例では

バミューダ法が準拠法として特定されよう。

他方， 1言話の問題に関しては， 日本の国際私法では法律行為が単位法律関

係となろうが(淳木工道垣内 [1998]，p.175)，当事者の指定により準拠法

が定まる(法例 7条)。受益的所有者と保護セル保険会社間の基本証書にお

いては，パミュー夕、法の準拠法指定が義務的記載事項とされているので (S

AC法11条2項(a))，パミュー夕、法が準拠法として特定されよう。

結局，設例のような保護セル保険会社の内部関係に関する事案では，法

人・信託のいずれの制度を参照しても， ともに日本の国|燦私法でもパミュー

ダ法が単拠法として特定されることになる。ただ，このままパミューダ法が

適用される訳ではなく，パミュー夕、法の適用結果が法廷地たる日本の公序則

に反しないか百かを検討しなければならない(次述2参照)。

なお，法人格の有~!\~の問題は単拠法の問題ではなくて，法人格付与という

外国国家行為承認の問題だと捉える考え方もある(石黒[1983]， pp.256-

268 :道坦内 [2000b]，pp.175-)。この考え方からすると，ビジネス・トラ

4) 一般に，ある法形式が法廷地には伝統的に存在しない場合，原則として類似

の法的111交を当てはめることになる。たとえば，信託という法flilj皮が存在しない

スイスにおいて， 自i司法を準拠法としつつ，外国てい設定された信託に関する問
題を級う場合がそうである (Dyer& Loon [1985]，邦訳78-79頁)。
5) 折茂[1972]，p.51は本拠地法主義を採るo
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なお， ビジネス・トラストの命IJI交を持たない他の先進国のι1" こは，法-人~-Xの

有無の問題に関して本拠地法主義を奴用する闘もあるが(大隊法糸のドイツ，

フランス，スイス等)，設例では保殺セル保険会tlの本拠をパミューダに置い
ているので，そのような悶でも幣拠法はやはりパミュー夕、法が特定されよう。
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ストも外国国家行為承認の問題と捉えるべきかもしれない。なぜなら，この

式場では凶'it，0)信託については国家行為があるとは言えないため，通常の
f¥l( ，1処法ルートでそのi成立を判断すべきだとするが(道垣内 [2000b]， p， 

J 94)， ビジネス a トラストはlill常の{誌記ではなく，また，パミュー夕、j去にお

りるビジネス・トラストでは法人と同織に国家行為が介在しているためであ

み(パミェーダ法では，保謎セル設定の子告通知と保護セル保険会結の登録

合しないと保護セルの事業を開始できない。 SAC法 3条-6条)6)ロピジ

れス緬トラストを外国国家行為*認の問題と捉えた場合， 11*で認許(この

u:J1，¥では，認、言!fとは法人格の承認という国家行為承認を意味する)される外

i 司法人は国，国の行政区画，商事会社に限定されているため(民法36条)，

ビジネス・トラストは日本では)J主認されず，法人絡なさ主t聞として扱われる

ことになる(なお，権利能力なき社団としての取扱いについては後述第 4節

2参J!日)。

2.準拠訟の適用と公庁;11リ

たとえ準拠法がビジネス・トラストの制度を持つ民iや地域(たとえば，パ

ミューダ)の法だと特定されても，法廷l也においてビジネス・トラストの制

度が存在しない場合がある o ここで問題となるのが， 日本は.t}!tこビジネス・

トラストの制度をJ守たないのではなくて 13本ではビジネス・トラストの制

度が認められていないという事情である九

6) ちなみに，米国のビジネス・トラスト制度においては，信話契約や信託証書

の同出(filingor recording)が求めている州と求めていない外!とがある(13

AI1l， J UL 2c1 [196tJ]， !i 16;Chermsid巴 [1978]， !i 45;Bjllr & Solheim [1卯5]，!i 
8237)。

7) これは 11本だけの問題ではなしたとえば米国のワシントン州においても，

ビジネス・|、ラストは法人の権限・機能の不正使用(1I1l1日wfuluSlIrpation of 

corporate pow巴rs ancl functions)であるとして，認められていなかった

(S'tale ex rel， R，ω1ge 11. Hinkle (1923) 126 Wash 581， 219 P 41; State ex J'e!. 

CO!1iin 11. Paine (1926) 137 Wash 566， 243 P 2， 116 ALR 165， adhほred10 137 

Wash 572，247 P 476， 46 ALR 169)uその後， r司州では MassachusettsTrusl 
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ビジネス・トラストが認められていないのは，信話法独 I~ の問題のほか，

有限責任の条件として要求される諸):JiI.jlJIJの潜JJJL行為て。あるという，会社j去に

関する問題もあるためである(聞広 [1989]，p.21， 24 :三菱信託銀行

[1998J， pp.46-47) 叫。そもそも，保融セ )~1呆 Ili食会社llìlJlrt-般に|刻してこうし

た問題があることを以前に指摘したが(古津 [2001]， pp.121-122)，まさに

I~ 本における法人fljlP交の根幹に関わる問題だと言えようへしたがって，準

拠法がパミューダ法と特定されたとしても，実際に準!処法ーをよ也IIJするにあた

り，公序f!lJ(法1;;IJ33条)のj即時を検討しなければならない。

公!字削を発動して外国法の迎JIJを排除するにあたっては，外国法(すなわ

ち， パミューダの法) の適用結果の異常性と， 当言該支事案の内i匡国主到|関i迎主岳剖t性1"

わち， 日本との関連性)とを総合考慮するのが判Wtl・;m説である(東京地裁
平成 5年 1Ji 29日判決判例時報I叫4号41良平IJ例タイムズ818号560頁。 1111日

[1992]， p.132-133:道垣内 [1999J，p.260)川。

Act of 1959 (Revis巴clCocle of Washinglon， Title 23: Corporations and 

Associations (Profit)， Chapter 23.90: Massachl1setts Trl1sts)が11111定され，ビ

ジネス・トラストは有効なものと認められるに去っている(丹u:ijicAm.erIcllll 

Realty Trusf 1人Lonclol(1963) 62 Wash2d 91， 381 P2d 123)" l?e/.， Chermside 

[1978J， ~9. 

8) ただし小品[1956Jはこの点、を特に|問題して取り上げておらず，また， t~11 

作 [1994J，pp.50←51 は1'1 本における事業信託の可fì~t1:を前向きに検討してい

ゐ。

9) ビジネス・トラストのillIl伎を認める米l王!の州illll定法においても，銀行業，詞
券業，保険~ーにはどジネス・トラストを認めていない場合がある。たとえば，

フロリダ州では鍬行業や証券業にビジネス・トラストをJtJいることを認めてい

ない (FloridaStatutes， Title 36: Busine::;s Organizations， Chapler 609: 

Common-Law Declarations of Trust， ~ 609.01)。また， ミネソタ州、!て1土， f~f 

険業(ただし耳44由記ある権限 (de[ectivetitles)や土地に対する負担 (encum-

brance)等を原|刃とする不動産の損害に備える保険を除く)や銀行業や保証

証券業務にビジネス・トラストを月jいることをi認めていない (Minnesola

Slatutes， Chapter 318: D巴clarationo[ Tru日t，5 318.01)。
10) ただし外l司法の適用結果の異常性が一定IJt合を超えると，もはや内1'i，1I具J;'.l!
↑iJ:の度合のいかんにかかわらず， -fll.に公序述反になるとされている(i製本二
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ここで参考となるのがラスベガス目的博旅行事件である(上記東京地裁平成

5 ij'-'I!IJi:え)。この事件は，米国ネパダ州公認、H布陣場の経営会全1:が， 日本人宅5

1~~ 仰織的に，旅費・食費・宿泊費m~料でラスベカ1にJ行待して lt者悼をさせる

〆 γシケ、ソト (junkets.大名旅行)とl呼ばれる旅行を主1mし，信用貸しの11者
¥IU，二上ゐ11首|専をさせた(ネパダ州法では合法である)。そして， 日本に帰国

iれこ11首合を任意に回収したが(ネパダ州法上も， 11者金請求訴訟を裁判所に提

，Itl 'iJることは当H者できなかった)， 11哲博場経常会社から 1i:!1l以を請け負った日
本人が， 1I1'i'金回収に|燃しての恐喝，恐喝未遂，外為法違反で逮捕・検挙され

てイr~JI1が確定したロ有罪判決や略式命令には回収金に関する没収・追徴等の

付加)[11の求刑l ・言波はなかったが，検察官は還付不能になったとして ~IIIJI見し

たll/'i余|副収合を歳入編入処分した。そこで，ネパダ外|のl¥首i専場経営会社がH

判長|を被告として不当利得返還請求等を行ったものであるo

判決は，外国法(ネパ夕、州法)の適用結果的異常性および当該事案の内国

|主H虫干1:の両者を検討したうえで，公序違反にあたらないとした。学説は，こ

の結論に賛成する意見もあるが(早川 [1994])，概して批判的で、ある(石黒

[1994]， pp.235・236;道垣内 [1999J，pp.269-271)。特に，日本で日本人が

信用n昔博{責務の弁済請求を'受け，その過程で恐喝や恐喝未遂事件が実際に発
生しかつ，賭金の{言mイ責務を裁'I!IJ上訴求で、きないというネパ夕刊法がそう
した犯罪を誘発したとも言えることからすると， 十分な内国関述牲があり，

かつ，外国法適用結果の県常'ltI:も存在すると考えられるからである。

次に，設例の事案にパミューダ法を適用することについて，公序!!IJを発動

させるべきか否かを検討する。

まず，当該事案の内国関連性であるが，(J'uiかに当該ビジネス・トラスト

(セルa)はパミューダで設定され，その代表者もパミューダに置かれてお

り，受託者 (R社)はパミューダ法人である。けれども，債権者 (X社)や

そ統者 (A社)，土日本国内の日本法人である。また，引き受けられている保

道jlLlj~ [1998]， p.59)。
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険リスクは，全て日本国内のリスクである。さらに，受託者 (R社)の日本

営業所が中心となって，こうしたレンタ・キャプティプや元受保険・再保険

の全体の計画・募集・打ち合わせがFI本国内で行われている。以上の事情か

らすると，当該事案の内国関連性は一定程度存在すると言えよう。

そして，外国i去の適用結果の異常性であるが，パミューダ法に基づいてビ

ジネス・トラストによる有限責任を認めることは，前述のとおり日本の法人

命IIJ立のj替JJ見となる可能性がある。ただし， 11本との関連性が薄ければ[1*の

法人制度を実質的に害することにはならない。結局は内国関連性との相関関

係次第であり， 日本との関連性がきわめて強い事案で、は， 日本の法人制度の

i倒見行為となるので，パミュー夕、法の適用は公序F!IJにより排除されよう。

以上のように，準拠法として特定されたパミューダ法を適用するにあたり，

公序別の発動を検討する必要がある。ビジネス・トラストの制度は， 日本に

おいては法人制度の治!日L行為となるので異常性が認められるが唱 #~1本的な事

案が日本と深い関連牲を持たない限り公序(1IJの発動はなく，パミューダ法が

そのまま適用されることになる。例外的に， 日本と深い関連'1'1[:を持つ事・3長で

は，公序flIJが発動されてパミューダ法の適用が排除されるが，その場合1;1:権

利能力なき社団として取り扱われることになろう(この場合の取扱いについ

ては後述~q 節 2 参照)。

第4節外人法上の問題

仮に t終拠法としてパミューダ法が適用されるとした場合に，次に問題と

なるのが外人法である o 外人法とは，外国会社の日本での営業や日本法上の

権利事:有に閲する規定である。

1.外人法に関する規定

(1) 認許されない外国社団の活動

まず，外国法人の認許に閲して，外国の匡1，行政区画，商事ー会社以外l土，

日本において法人絡を主張し得ないと規定している(民法36条。林=両ij問
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[1991]， p.194 (溜池良夫))。けれども， もともとビジネス・トラストに法人

的はないため，認許を必嬰としない。

IlIjlWU，このビジネス・トラストが行った活動による権利義務をどう捉え

ゐかである。認許されない外l司法人について，外国におけるil'iifiJJにより生じ

よ'Ht千IJ泌務はそのまま 114=でも認められるが， 日本における活動に関しては

付(!川能力なき社聞の法理で処現するとするのが通説であり， f1;人絡をもとも

とIWたない外国の社I:i1Jの取り扱いも同様と考えられている(林=前ElI

/1991]， pp.199-200 (溜池良夫山田 [1992]，pp.241-242:溜池 [1999J，

p.295)川 ο

ここで，内固め行為と外国の行為の区別が問題となる o これについては，

内同の行為を，商法479条(日本で継続取引を行う外国会社の代表者や営業

所に関する規定)の場合と同織に，日本間内において事業を継続することを

指すとする説がある(阿本務八 [1996])。また，外国の行為を，外岡j1~人が

外|主|で外国居住者と締結した契約のように，完全に当該外回の内部で行われ

た活動に限定し，たとえば外国において日本囲内にいる居住者と締結した契

約を含まないものと解する説もある(野村 [2000]，pp.22-23)。いずれにし

ても，設例は内国の行為と見なされる可能性が商<12)，権利能力なき社団の

法理I~で対!忘することになろう(次述 2 参JROo

(2) 内国社団と同ーの規定に従う外国社団

設:¥.0也は外国であっても， 日本国内で主たる営業を行っている会社は，内

国会社と同ーの焼定に従うことを強制される(商法482条)。そして，商法の

外国会社の規定は r準拠法上名m的には払2人格のないJ外国会主1:(ドイツ
の合名会全lや英米のパートナーシップ)にも(類推)適用されるとするのが

11) ただし，早1Jl[1996Jは FI本で活動する場合でも外|司法の認める間休止し

ての法的地位が，同|際私法の係ftljJ:.当然に承認されるとするu

12) ただし，岡本説では，受託手すたる似殺セル保険会社(R社)の日本官業所

( r 'M'業所)が全く関与しておらず，同社のパミューダ本社が通信のみで契約

締結を行っていた場合には，外i喝の行為と見なされる余地がある(IlllJl 
[1992]， p.241も同旨)。
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宇IJ例・通説である(岡本[1990]， p.524)。こうした半IJ例・通説の考え方を前

提にすると， ビジネス・トラストとは信託形式で、商事会社と同様に事業を常

む団体であるため，準拠法上実質的にも法人絡がないものの，ビジネス・ト

ラストにも向法の外国会社に関する規定i土地月1されると考えられよう o すな

わち，保護セルがu本国内で主たる'日'業を行う場合には， 日本の同種の常業

組織に関する規制に従わなければならない。そこで，設例において，日本は

セルaが行う再{別検事業の主たる営業地と言えるか百かが問題となる。

ここで参考になるのが[J本の不動産の証券化において，特別F3的会社を

海外(たとえば，ケイマン諸島)に設立して却保鮒社債を発行する信託ス

キームである o そこでは特別目的会社が委話者となって，受託者たる外国会

社と倍前契約を取り交わしその外国会社が'受益者たる投資者のために証券

化対象不動産の抵当権者となる。 けれども，投資者が外国法人等ではなくて

日本人やn本法人である場合には，商法482条の適用可能性を指摘する見解

がある (j直垣内 [2000a]， p.55 11.18)。

この不動能証券化スキームでは， 日本の不動直下が証券化の対象となってお

り，かつ，不動産所有者がケイマン諸島に特別目的会社を設立して，そこに

当該不動産の所有権を移転する。さらに，この特別目的会社が証券化商品を

発行する訳だが，その詞券化ft司 1~~I!1 の llNj入者(完~不動産信託の受読者)が日本

人や"*法人であるところに特徴がある。他方，設例ではEI本所在の 1)スク

が付保対象となっており，かつ，そのリスクを抱える企業がパミューダにビ

ジネス・トラストを設定し(受読者も兼ねる)，フロンテイング保険会社を経

由してリスクをビジネス・トラストに保険形態で移転する。さらに，このビ

ジネス・トラストはリスクを同-出荷・して移転することがあるが，ここで再び

日本の保険会社 (7ロンテイング保険会社と}jIJの保険会社でも梢わない)!こ

リスクが移転される場合を想定すると， J~_述の EI 本の不動産証券化スキーム

ときわめて良〈似た特徴を持つことになる。このような場合には，商法482

条の適用可能性を一応検討すべきであろう。
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日駒 t?t;千11能力なさ社団

))1ーより、五党例lこ関しては， 日本の主k判所は ij-~~金セルたるビジネス・トラ

ヘ1-{.怜;千IJIieJJなき社i立|として取り扱うことになると思われる。これは，法

人灼山川jむを準拠法の問題としてではなく，法人格付与という外国国家行為

ノfx，i!!，(/)JliJ)泊として促える立場(時iJi!e.第 3飴'i1 (2)参照)でも同じである o

Hr:刊行ìe 1J なさ社~îについては，社団構成貝に有限責任を認めるのが H 本の

1!llf9lJであるから(最高裁昭和48年10月9日判決民集27巻9号1129頁)，保護

l~ ル保険会社の受益的所有者(設例ではA社)の有限責任が日本でも宵定さ

れる i'J能性ちある o

けれども，権利能力なき十1:同のうち常利目的の社団については，その構成

tlの有限責任を否定する有力学説がある(早野 [1970J，pp.29il-297; IJ1I宵

11986]， p.86:四宮=能見 [1999J，p.125)口また，リスクに応じた合理的

な1L'，'ffeの引受がなされて，以後それが維持され，かつ，財務状況に関する開

ポがなされる場合や，間休の活動に積極的に関与しない場合には，有限責任

を認めて良いとする見解もある(江頭 [1985]， pp.72-77)。保護セルは告'手IJ

目的であり，また，保護セル勾の財務状況は開示されておらず，受説的所有

者は事業lこ対する支配椛を持っているとも考えられるので，こうした ~f:説に

従うと'豆'能的所有者の有限責任は否定されることになる日)。そしてこの場合，

単に受主主的所有者(設例ではAi::l:lの有限責任が否定されるだけでなく，他

の保設セル資産設例ではセルbの資産)も迫及の対象lこなるのではないか

と考えられる。

ただし，ここでパミューダの保護セル保険会社がビジネス・トラストと法

人格の「二重構造」になっていることを想起すべきである。側々の保護セル

に関してビジネス・トラストの有限責任の効果は否定しでも，保政セル保険

13) 認許されない外|司法人を権利j能力なきを1:団としてjJEえたうえで，義治、の相手

方l立行為者・の人的責任を追及し得るとする見解がある(岡本[1996])。この凡

解によると，設例では債権者 (X社)，土善意で与ないので人的責任を追及できな
いことになるかと思われる。
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会社肉体が法人であることまで否定するものではない。むしろ，保護ゼル保

険会社 (Rをt)，;1:外国の商事会会社としてEPf.:でも認許されることになる(民

法36条)。

とすると，有力学説の立場に:rr.って，設例の保護セルがたとえ有限責任を

否定すべき類型の権利能力なき社団で、あるとしても，その一方で‘保護セル保

険会社は法人形態をとっているので，受益tt~所有者は法人の株主等として有

|浪責任を享受できるであろう 14)。ただし，他の保護セル資産に対する追及は

同一法人内部の責任財産に対する追及にすぎないので，当然のことながら容

認されることになろう o

第 5節結語

本稿では，パミューダの一般法律に基づく保護セルf呆険会社の保護セルを

日本列企業がレンタ・キャプティブとして利用する設例を前提に，債権者の

責任追及可能性の問題を検討した。

まず， 日本の裁判所の管特権は，被告たる日本:iI':業 (AH)には当然に認

められ，さらに，保護セル保険会社 (R社)白休についても，合意j管首

1幣l階答の合意が有存.在Lし，ない場合は，事件に関係する被告営業所の内国所在や請求

の主観的併合)を基lこ!管il制作が認められる場合がある。なお，ビジネス・ト

ラストに関する専属管iIiW権は日本では認められていない。

次に，ビジネス・トラストの有限責任財産制度に関する準拠法はパミュー

ダ法が特定されようが，準拠法として適用するにあたり，内国関連性が強け

れば公序則(法例33条)の適用可能性がある。また，ビジネス・トラスト

(設例ではセルa)の行為が，認許されない外国社聞の日本における活動と

見なされる可能性もあるo こうした場合には，設例の保護セルは日本の裁判

所において，権利能力なさ社団として披われることになる(さらに，商法

482条の;適用可能性にも注意すべきである)。

14) もしかすると守パミューダ法がビジネス・トラストと法人格の「二重構造」

をf采mした真の現11主lはこの辺りにあるのかもしれない。
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そして，権利j能力なき社聞については， ~~IJ例は有限責任を認めているが，

i}j:f州のような事例では有限責任を否定する有力な学説がある。この有力学説

内心:場では，他の保護セル(設例ではセルb)の保護セル資産は，債権者

(，l'J:jCljではX社)の追及から逃れられないことになる。ただしこの有力学

;i'~I~Jの立場て"も，受論的所有者(設例ではA社)は法人制度を理由に有限寅一任

4主張できょう。

なお，本稿では法廷地を EI本に特定して検討・を行ったが，ビジネス・トラ

ストの存症する法城(たとえば，ビジネス・トラスト制度が認められている

特定の米国の外1)が法廷地となった場合には，今度はビジネスートラスト特

イ!‘の問題(すなわち，受読者に対する責任追及可能性の問題)が生ずること

になる。この点については日1)稿で論じることとしたい。
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(新1:，反)有斐nm
星野英一 [1970]rいわゆる『権利能力なき11団』について」同『民法論集第 1
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